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 佐賀県と包括連携協定を締結 

 

～地域の活性化と県民サービスの向上に向けて～ 
 

 

第一生命保険株式会社（社長：稲垣 精二、以下「当社」）は、2019 年 10 月 28 日、佐賀県（知事：山口 祥義）と、

地域の活性化および県民サービスの向上に寄与することを目的として「包括連携協定」を締結しました。 

 

当社は、今後目指していく新たな価値創造を、人々の QOL（Quality of Life）向上、すなわち、「一人ひとりが望む

しあわせな人生や生き方の実現への貢献」によって行うことと定めました。その QOL向上への貢献に向けた取組み

の一環として、全国約 1,300 の営業拠点と、約６万名の社員というネットワークを基盤に、グループ会社である第一

フロンティア生命保険株式会社（社長：武富 正夫）、ネオファースト生命保険株式会社（社長：徳岡 裕士）、株式会

社第一生命経済研究所（社長：丸野 孝一）等と協力しながら、引き続き全国 47 都道府県と結ぶ連携協定等を通じ

て地域の課題解決に取り組んでいきます。 

佐賀県においては、2012年 10月に「がん検診向上サポーター企業」に登録し、以降健康情報の提供やがん検診

情報の提供に努めてまいりました。 

今般、連携分野を従来から大きく拡充し、７項目にわたる「包括連携協定」を新たに締結し、緊密な相互連携と、

協働による活動を更に深化させ、双方共通の思いである「地域の活性化」と｢県民サービスの向上｣を目指していき

ます。 

 

                                          

 

2019年 10月 28日 

佐賀県との「包括連携協定」項目 

（１）  健康増進に関すること 

（２）  高齢者支援に関すること 

（３）  産業振興・中小企業支援に関すること 

（４）  スポーツ振興に関すること 

（５）  少子化対策に関すること 

（６）  くらしの安心・安全に関すること 

（７） その他、本協定の目的に適うこと 

■ 当社と各都道府県との包括連携協定 

※ ★印が付されている都道府県は包括連携協定を締結 
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１．佐賀県との「包括連携協定」に基づく主な取組事項 

※協議・検討中の事項を含みます。 

連携項目 主な取組事項 

健康増進に関すること ◆当社の県内ネットワークを活用した健康診断受診勧奨等広報チラ

シの配布や、当社が包括連携協定を締結している６つのナショナル

センターの協力による「がん」「認知症」「生活習慣病予防」等の啓

発セミナーを県とともに開催することで県民の健康づくりを推進 

◆疾病・感染症対策等にかかる広報活動への協力 

   ＜参考＞包括連携協定を締結しているナショナルセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者支援に関すること ◆「認知症高齢者等見守り活動事業」への取組み 

◆従業員向け認知症サポーター養成講座の受講 

産業振興・中小企業支援に関す

ること 

◆当社事業所での物産展開催 

◆中小企業事業者向けセミナー開催および集客 

◆主に県外での当社主催ビジネスマッチングでの交流の場の提供 

スポーツ振興に関すること 

 

◆「さが桜マラソン」他各種イベントへの協賛および出場 

◆スポーツ・健康イベントへの健康チェックブースの出展 

少子化対策に関すること ◆県が募集している「出会い結婚応援企業」に当社は登録し、「さが出

会いサポートセンター」のお知らせに協力する。 

くらしの安全・安心に関すること ◆特殊詐欺または交通安全等を題材としてサラリーマン川柳の実施 

◆学生・新入社員向け消費者教育・金融保険教育セミナーの実施 

◆消費者啓発リーフレットの配布 

その他 本協定の目的に適うこと 
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２．これまでの各都道府県との協定の取組み 

当社は、地域の課題解決に向けて、がん啓発をはじめ、高齢者見守り活動、女性活躍推進、子育て推進、警

察との防犯・交通安全見守りなど、現在、全国 47都道府県との協働が進んでいます。    

  

 

※多分野にわたり協働して包括的に地域課題解決を目指していく趣旨の協定について、「包括連携協定」と表記を統一しています。 
 

 


